
身体的拘束最小化のための指針 

 

 

１．身体的拘束最小化の基本的な考え方 

 行動を制限する身体拘束は基本的人権や尊厳ある生活を妨げるものである。身体拘束がもたらす身体

的、精神的弊害を職員ひとりひとりが理解し、拘束廃止に向けた意識を保ち、身体拘束をしないケアの

実施に努めなければならない。身体拘束の実施にあたっては、身体拘束の 3 つの要件である、切迫性、

非代替性、一時性を満たしているかをチームカンファレンスを開き、十分に検討・確認してから行わね

ばならない。身体拘束の解除に向けて必要性を十分にアセスメントすることが大切である。 

 

＜身体拘束の定義＞ 

  身体拘束は、抑制帯等、患者の身体又は衣類に触れる何らかの用具を使用して、一時的に当該患者

の身体を拘束し、その運動を抑制する行動の制限をいう。 

 

１）身体拘束禁止の対象となる具体的な行為 

 ①徘徊しないように、車いすやいす、ベッドに体幹や四肢をひも等で縛る。 

 ②転落しないように、ベッドに体幹や四肢をひも等で縛る。 

 ③自分で降りられないように、ベッドを柵（サイドレール）で囲む。 

 ④点滴・経管栄養等のチューブを抜かないように、四肢をひも等で縛る。 

 ⑤点滴・経管栄養等のチューブを抜かないように、または皮膚をかきむしらないように、手指の機能

を制限するミトン型の手袋等をつける。 

 ⑥車いすやいすからずり落ちたり、立ち上がったりしないように、Y字型拘束帯や腰ベルト、車いす

テーブルをつける。 

 ⑦立ち上がる能力のある人の立ち上がりを妨げるようにいすを使用する。 

 ⑧脱衣やおむつはずしを制限するために、介護衣（つなぎ服）を着せる。 

 ⑨他人への迷惑行為を防ぐために、ベッドなどに体幹や四肢をひも等で縛る。 

 ⑩行動を落ち着かせるために、向精神薬を過剰に服用させる。 

 ⑪自分の意思で開けることのできない居室等に隔離する。 

 （「身体拘束ゼロへの手引き」2001年 3月厚生労働省「身体拘束ゼロ作戦推進会議」引用） 

 

２．身体的拘束最小化のための体制 

１）身体的拘束最小化チームの設置及び開催 

  身体拘束等の最小化を目指すための取り組みの確認、修正を行う。また、緊急やむを得ない理由か

ら身体的拘束等を実施した場合の身体的拘束等の適正性について検討する。検討会は週に 1回開催

する。身体的拘束最小化のための委員会を 3か月に 1回以上開催する。 

２）身体的拘束最小化チームの構成員 

  （１）構成員：医師、薬剤師、看護師、理学療法士、事務員 

  （２）役割 

 ①身体的拘束最小化のおける措置の適切な実施 

   ②身体的拘束最小化に関する職員教育 

   ③環境面の充実（ソフト・ハード面の充実） 

３）検討会の検討項目 

 （１）身体的拘束最小化に関する指針の見直し 

 （２）身体的拘束の実施状況についての検討（本指針にそっているか） 

 （３）身体的拘束解除に向けての検討 



 （４）職員への院内研修会の企画・実施（年 2回以上実施する） 

４）記録及び周知 

  検討会での検討内容については議事録を作成・保管し、職員への周知を行う。 

 

３．身体的拘束を行わずにケアを行うために ＜3つの原則＞ 

 １）身体的拘束を誘発する原因を探り、除去する 

   身体的拘束をやむを得ず行う理由として、次のような状況を防止するために「必要」だとされる

ことがある。 

    ・徘徊や興奮状態での周囲への迷惑行為 

    ・転倒のおそれのある不安定な歩行や、点滴の抜去などの危険な行動 

    ・かきむしりや体をたたき続けるなどの自傷行為 

    ・姿勢が崩れ、体位保持が困難であること 

   しかし、それらの状況には必ずその人なりの理由や原因があり、ケアする側の関わり方や環境に

問題があることも少なくない。したがって、その人なりの理由や原因を徹底的に探り、除去する

ケアが必要であり、そうすれば身体拘束を行う必要もなくなるのである。 

 ２）5つの基本的ケアを徹底する 

   ①起きる、②食べる、③排せつする、④清潔にする、⑤活動する（アクティビティ） 

という５つの基本的事項について、その人に合った十分なケアを徹底すること。 

 ３）身体的拘束廃止をきっかけに「よりよいケア」の実現を目標とする 

   身体的拘束廃止を実現していく取り組みは、身体的拘束を廃止していく過程で提起されたさまざ

まな課題を真摯に受け止め、よりよいケアの実現に取り組んでいくことが期待される。 

 

４．緊急やむを得ず身体的拘束を行う場合の対応 

  身体的拘束は行わないことが原則であるが、当該入院患者または他の患者の生命または身体を保護

するためなど、緊急やむを得ない理由により身体的拘束を行う場合がある。「緊急やむを得ない」

理由とは、身体的拘束を行わずにケアを行うための３つの原則の工夫のみでは十分に患者の生命や

身体を保護できないような、一時的に発生する突発的事態のみに限定される。 

 １）緊急やむを得ない場合に該当する 3要件 

   以下の３つの要件を全て満たしている事が必要である 

  （１）切迫性：患者本人または他の患者の生命・身体が危険にさらされる可能性が著しく高いこと 

  （２）非代替性：身体拘束、その他の行動制限を行う以外に代替する看護（介護）方法がないこと 

  （３）一時性：身体拘束、その他の行動制限が一時的なものであること 

 ２）身体的拘束の方法 

  （１）体幹抑制 

  （２）四肢抑制・部分抑制（上肢・下肢） 

  （３）ミトン 

  （４）車椅子抑制帯 

  （５）4点柵 

  （６）抑制衣（つなぎ服） 

  （７）ベッド柵の固定具 

 ３）患者本人及び家族への説明と同意 

  （１）身体的拘束の必要性がある場合、本人または家族に身体的拘束の必要性・方法・身体拘束等

による不利益等を説明し同意書を得る。 

  （２）緊急に身体拘束等の必要性が生じた場合には電話にて説明し承諾を得る。（承諾を得る際、

承諾者の氏名・続柄をカルテに記載しておく）後日説明を行い同意書を得る。 

５．鎮静を目的とした薬物の適正使用 



  １）不眠時や不隠時の薬剤指示については、医師・看護師と協議し対応する。（必要があれば薬剤

師と協議する） 

  ２）行動を落ち着かせるために向精神病薬等を使用する場合は、医師・看護師等で協議を行い、患

者に不利益が生じないように使用する。 

  ３）薬剤の必要性と効果を評価し、必要な深度を越えないよう適正量の薬剤使用を検討する。 

 

６．身体的拘束の実施手順と管理基準 

 １）身体的拘束の開始手順 

  （１）医師、看護師をはじめとする多職種で身体的拘束の必要性をアセスメントする 

  （２）本人または家族に必要性・方法・身体的拘束による不利益等を十分に説明し、同意を得る。 

  （３）身体的拘束実施時のケア方法・観察時間などについて看護計画を立案し、患者本人・家族へ

の説明を行い実施する。 

 ２）身体的拘束実施中の留意事項 

   身体拘束実施中は、「患者の安全確保」への責任義務および「身体拘束等による事故防止」への

注意義務を遂行し、十分な観察・ケアを行う。 

  （１）抑制方法 

     ①抑制部位に応じた抑制用具を選択し、必要部位にしっかり装着する 

     ②抑制具装着に緊急かつ安全性を要する場合は 2人以上の看護師が協力して行う。 

  （２）観察 

     ①抑制実施中は患者の状況に応じ適宜、観察を実施する 

      ・抑制が確実に行えているか 

      ・抑制部位および周辺の循環状態、神経障害の有無、皮膚状態 

      ・患者の精神状態、体動状態 

 ３）身体的拘束の評価 

   看護師は毎日身体拘束等の必要性をアセスメントし記録する。 

 ４）身体拘束等の解除基準 

   （１）身体拘束等に必要な 3要件を満たさない場合 

   （２）身体拘束等の影響から身体的侵襲が出現した場合 

 ４）身体的拘束に関する記録 

   身体的拘束の実施中の観察は、看護記録に記録する。身体的拘束の開始時間と終了時間も看護記

録に記録する。更に身体拘束等の必要性について毎日カンファレンスを行い、「身体拘束に関す

る説明書・観察記録」に記録する。身体的拘束最小化チームで行った検討会の内容は、ファイル

で閲覧できるようにし、職員全員に情報提供して周知させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



身体的拘束実施、早期解除フローチャート 

身体的拘束は「患者の生命または身体を保護するため、緊急やむを得ない場合には認められる。患者

に以下に示すような状態があり、かつ、身体的拘束が認められる３つの要件：切迫性、非代替性、一時

性のすべての要件を満たす場合に限り、下記のフローチャートに沿って判断、実施する。 

 ①治療の上でチューブ、カテーテル、ドレーン等の管理が必要であるが、自己抜去等により生命の危

機及び治療上著しい不利益が生じる場合 

 ②精神運動興奮による不隠が強度で治療に協力が得られない、自傷・他傷の危険性が高い場合 

 ③ベッド、車椅子からの転倒、転落の危険性が著しく高い場合 

 ④行動障害が頻回かつ切迫している場合 

 ⑤検査、手術、治療で抑制が必要な場合 

 ⑥その他の危険行動（自殺、離院、離棟等の危険性がある場合） 

 

医師、看護師等で身体的拘束の必要性を検討し、上記の問題行動を明確にする 

                  

 

       身体的拘束が必要と判断         身体拘束に関する同意書 

                       

                                  

         身体的拘束開始 

 

 

    身体的拘束実施中             ①身体的拘束の継続・解除については毎日評価を行う。 

        ①身体的拘束の継続・解除の評価   ②身体的拘束実施中の観察は毎日記録する。 

        ②身体的拘束実施中の観察       ③多職種による身体拘束実施中の評価を毎日行う。 

                                      （身体拘束に関する説明書・経過観察記録） 

 

 

早期解除の検討 

カンファレンス 

 

 

        身体的拘束の必要なし       身体的拘束の解除を看護記録と身体拘束に関す

る説明書・経過観察記録に記載 

 

 

                                            令和 6年 4月 15日作成 

                                            令和 8年 5月 15日改定 


